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平成 23 年 11 月 30 日 

 

一般会計・各種特別会計決算審査特別委員長報告 

 

委員長 宇田川好秀 

 

（以下 12 月議会においての発言） 

 

 ～先ほど議長から報告がございましたとおり、委員長に不肖私が、副委員長

に芝﨑正太委員がそれぞれ互選されておりますので、よろしくお願い申し上げ

ます。 

 それでは、去る９月定例会において当委員会に審査を付託され、閉会中の継

続審査となっておりました議案第２１４号「平成２２年度川口市一般会計及び

各種特別会計決算認定について」、１０月１７日から２１日の５日間にわたり、

慎重に審査いたしましたので、以下、その審査概要と結果についてご報告申し

上げます。 

 最初に、審査の方法については、各常任委員会の所管事項別に審査を行い、

一般会計は質疑のみとし、最終日の歳入審査終了後に討論、採決を行いました。 

 また、一般会計歳入のうち、第１２款「分担金及び負担金」ないし第１５款

「県支出金」まで及び第２１款「市債」については、一般会計歳出審査の際、

関係する歳入にあわせて審査を行いました。 

 さらに、特別会計については、各会計ごとに質疑、討論、採決を行なったと

ころであります。 

 なお、建設工事全般及び土木建築などの建設工事にかかわる指名回数、契約

件数、契約金額の上位２０社と、建設事業予算において箇所付けされた事業の

うち、未執行の箇所とその理由についての資料及び平成２２年度決算に係る財

務書類が提出されておりますので、ご報告申し上げます。 

 それでは、総務常任委員会にかかわる決算についてご報告申し上げます。 

 初めに、第１款「議会費」を議題といたしましたところ、各業務委託の内容

について等、質疑応答の後、「議会費」に対する質疑を終了いたしました。 

 次に、第２款「総務費」を議題といたしましたところ、まず、一般管理費に

かかわり、東日本大震災の被災地への義援金送金時期について問われ、これに

対して、被災地４県の東京事務所に対し、それぞれ４月７日に目録を持参し、

４月１１日に送金したとのこと。 

 これに関連して、過去の義援金の送金実績及び今回、義援金を送ることに決
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めた経緯について問われ、これに対して、過去には阪神淡路大震災の際に２０

０万円、中越地震の際に１００万円を送金している。今回の震災はさらに被害

が甚大であることに鑑み、市民の心を一日でも早く届けることが大事であると

の考えから早急に予算化し送金を決定したとのこと。 

 また、災害対策費にかかわり、東日本大震災の被災者支援に要した経費の内

訳について問われ、これに対して、まず、西スポーツセンターにおいて避難者

を受け入れるため避難所を開設し、ここで避難者に配布するための毛布やアル

ファ米、弁当等の購入代金やストーブの借り上げに係るレンタル代、使用した

毛布のクリーニング代のほか、避難所対応にあたった職員４３人分の宿日直手

当等であるとのこと。 

 これに関連して、本市の負担割合について問われ、これに対して、災害救助

法適用項目に係る部分に関しては全額、国に負担を求めることにより、市の持

ち出し分はほとんど生じないとのこと。 

 また、情報化推進費にかかわり、電子自治体構築システム開発事業の受託業

者の選定方法について問われ、これに対して、ＬＣＣ（総合価格評価方式）に

より受託業者を決定しており、システム導入にかかる初期費用のほか、５年間

のランニングコストとして保守・運用委託料も含めた金額で最低価格を示した

事業者と契約しているとのこと。 

 さらに、賦課徴収費にかかわり、徴収嘱託員の人数、報酬額及び徴収実績に

ついて問われ、これに対して、現在１３名体制で行なっており、報酬について

は、基本報酬を月額５万６，０００円とし、さらに歩合制として、現年度分は

徴収額の３パーセント、滞納繰越分は徴収額の５パーセントとなっている。ま

た、平成２２年度の徴収金額は、現年度分として７，６６５万円、滞納繰越分

として３億１，５１８万円で合計約３億９，１８４万円であるとのことであり

ました。 

 このほか、一般管理費にかかわり、同和対策事業の内容について、戸籍住民

基本台帳費にかかわり、市自衛隊父兄会の活動内容について、選挙管理委員会

費にかかわり、システム開発・保守委託料の内容について等、質疑応答の後、

総務費に対する質疑を終了いたしました。 

 次に、歳出の部、第１１款「公債費」ないし第１３款「予備費」を議題とい

たしましたところ、平成２２年度で償還が終了した市債について、質疑応答の

後、「公債費」ないし「予備費」に対する質疑を終了いたしました。 

 続いて、第２款「総務費」に関係する歳入を議題といたしましたところ、総

務手数料にかかわり、情報公開手数料の内訳について、総合文化センター使用

料にかかわり収入未済額の内容について等、質疑応答の後、総務費に関係する

歳入に対する質疑を終了いたしました。 
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次に、第９款「消防費」を議題といたしましたところ、まず、常備消防費に

かかわり、はしご車のオーバーホールの理由について問われ、これに対して、

初期のはしご車の機能及び安全性を維持するため、運用開始から概ね７年目に

各主要構造部分を分解整備するものであるとのこと。 

また、消防施設費にかかわり、新たに設置した耐震性貯水槽の容量及び機能

について問われ、これに対して、容量は６０立方メートルであり、これは消防

水利の基準となる取水可能水量毎分１，０００リットル以上かつ連続４０分以

上の給水能力又は常時貯水量４０立方メートル以上を満たすものである。この

ため、消防活動のための水利施設であるとともに、災害時の生活用水の水源機

能も有しているとのこと。 

これに関連して、貯水槽の水の飲用の可否について問われ、これに対して、

市の防災担当課で備蓄している濾過浄水器を使用し、さらに臭気を除去するた

めの炭酸ガスを注入することによって飲料水とすることが可能であるとのこと

でありました。 

このほか、非常備消防費にかかわり、消防団員の報酬について等、質疑応答

の後、「消防費」に対する質疑を終了いたしました。 

続いて、第９款「消防費」に関係する歳入を議題といたしましたところ、理

事者の説明の後、質疑なく、審査を終了いたしました。 

次に、「川口駅西口地下公共駐車場事業」及び「川口駅東口地下公共駐車場事

業」の両特別会計決算を一括議題といたしましたところ、まず、両駐車場にお

ける回転率の推移について問われ、これに対して、川口駅西口地下公共駐車場

は、平成２２年度０．９２台、２１年度０．９６台、２０年度０．９６台であ

る。 

また、川口駅東口地下公共駐車場は、平成２２年度２．２３台、２１年度２．

１９台、２０年度２．０８台であるとのこと。 

これに関連して、駐車１区画あたりの１日の平均駐車時間である修正回転率

について問われ、これに対して、川口駅西口地下公共駐車場は３．７９時間、

川口駅東口地下公共駐車場は７．０７時間であるとのこと。 

さらに、公債費にかかわり、両駐車場の償還総額及び償還期限について問わ

れ、これに対して、川口駅西口地下公共駐車場は、元利合計約２８億１，７０

０万円であり、平成２２年度に償還が終了している。 

また、川口駅東口地下公共駐車場は、平成２２年度末までに、元利合計約３

億８，２００万円を償還しており、償還期限である平成３７年度までに、元利

合計約２１億円を償還する予定であるとのことでありました。 

このほか、駐車場総合管理委託料の不用額の理由について等、質疑応答の後、

討論へと移行し、市としても運営に努力されていることは承知しているが、両
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駐車場の公債費は元利合計で約５０億円にのぼることから、今後も市民の利益

を第一に考え、更なる経営努力をされるよう要望し、賛成するとの意見が述べ

られたる後、一括採決の結果、両特別会計決算は起立者全員で認定することに

決しました。 

次に、「交通災害共済事業」及び「学童等災害共済事業」の両特別会計決算を

一括議題といたしましたところ、まず、両災害共済事業の積立金の基金残高に

ついて問われ、これに対して、平成２２年度末において、「交通災害共済事業」

については、１億１，０１２万円、「学童等災害共済事業」については８，５８

０万円であるとのことでありました。 

このほか、両災害共済事業の内容充実への取り組みについて、市民に対する

制度のＰＲ方法について、質疑応答の後、討論へと移行し、会費を低く抑え、

見舞金の額を厚くする試みは大変評価するので、制度の充実と市民に対して制

度のＰＲを十分行うよう要望し、賛成するとの意見が述べられたる後、一括採

決の結果、両特別会計決算は起立者全員で認定することに決しました。 

 

 次に、福祉環境常任委員会にかかわる決算についてご報告を申し上げます。 

 初めに、第３款「民生費」及び第４款「衛生費」第１項「保健衛生費」を議

題といたしましたところ、まず、知的障害者福祉費にかかわり、障害児通所施

設利用料等補助金の内容及び対象者数について問われ、これに対して、児童福

祉法に基づく障害児通所施設の利用者に対し、１割負担である施設利用額の２

分の１額及び食事負担額の人件費相当分を助成する本市独自の補助金であり、

対象者数は２８人であるとのこと。 

 また、保育所費にかかわり、保育所及び家庭保育室の平成１８年度及び２２

年度の入所定員について問われ、これに対して、公設公営保育所は１８年度３，

１６０人、２２年度２，９００人、公設民営保育所は１８年度８２０人、２２

年度１，１００人、民間保育所は１８年度８５５人、２２年度１，２８１人、

家庭保育室は１８年度４０６人、２２年度は５３６人であるとのこと。 

 これに関連して、公設公営保育所の増設の検討状況について問われ、これに

対して、公設公営保育所は、平成１６年度からを計画期間とする第１次保育所

民営化計画に基づき民営化を進めているところであり、これにより、公設公営

保育所の定員は減尐しているが、公設民営保育所の定員は増加している。公設

公営保育所の増設については、保育需要等を勘案しながら、今後も検討して参

りたいとのこと。 

 さらに、生活保護総務費にかかわり、生活保護世帯数の推移について問われ、

これに対して、各年度の月平均による被保護世帯数は、平成２０年度は４，５

５８世帯、２１年度は５，３４０世帯、２２年度は６，４２２世帯であるとの
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こと。 

 これに関連して、被保護世帯数の増加に伴う職員体制の改善策について問わ

れ、これに対して、毎年度ケースワーカーの増員を図っており、平成２２年度

は３名増員したが、被保護世帯の増加が著しく、２３年度は１６名を増員、さ

らに、２２年度から窓口での初期相談にあたる面接相談員を新たに２名配置し

たほか、２３年度から就労支援員を１名増員し、２名体制として対応している

とのこと。 

 また、保健衛生総務費にかかわり、流用して実施した視察の内容について問

われ、これに対して、火葬施設の建設手法、資金の調達、運営管理について、

独自の手法で建設を進めている盛岡市を視察したもので、その内容は、市が資

金を出資し、企業グループが設計から建設を行い、その企業グループと特定目

的会社が契約し管理運営を行う「デザインビルドオペレーション方式」という、

公設民営型の一つの事例であるとのことでありました。 

このほか、社会福祉総務費にかかわり、民生・児童委員活動費等交付金の内

容について、老人福祉費にかかわり、テレナース・認知症相談業務の周知方法

について、母子福祉費にかかわり、父子家庭の児童扶養手当申請件数について

等、質疑応答の後、「民生費」及び「衛生費」第１項「保健衛生費」に対する質

疑を終了いたしました。 

 

 次に、第３款「民生費」及び第４款「衛生費」第１項「保健衛生費」に関係

する歳入を議題といたしましたところ、民生使用料にかかわり、知的障害児通

園施設使用料及び児童デイサービス施設使用料の収入未済額について、民生費

国庫負担金にかかわり、子ども手当負担金の歳出との差額について等、質疑応

答の後、「民生費」及び「衛生費」第１項「保健衛生費」に関係する歳入に対す

る質疑を終了いたしました。 

 

 次に、「老人保健事業特別会計決算」を議題といたしましたところ、理事者の

説明の後、質疑なく、採決の結果、本決算は起立者全員で認定することに決し

ました。 

 

 次に、「後期高齢者医療事業特別会計決算」を議題といたしましたところ、ま

ず、人間ドック等各種検診の自己負担額及び受診率について問われ、これに対

して、健康診査は自己負担額が５００円で、受診率は１５．７４パーセント、

人間ドックは３，１５０円で６．２６パーセント、歯科ドックは１，０５０円

で２．４７パーセントであるとのこと。 

また、人材派遣手数料の内容について問われ、これに対して、健康診査受診
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券の送付のための封入封かん業務等を、一日当たり６時間で１２日間、５名の

人材派遣で行なったものであるとのことでありました。 

このほか、検診の自己負担額の見直しについて、保険料の不納欠損処分の件

数について等、質疑応答の後、討論へと移行し、人間ドックをはじめとする検

診事業については、利用者負担の軽減に努めていただきたい。また、保険料の

軽減措置、制度の見直しはもとより、後期高齢者医療制度自体の廃止に向け、

国や県に働きかけていただくことを要望し、賛成するとの意見が述べられたる

後、採決の結果、本決算は起立者全員で認定することに決しました。 

 

 次に、「国民健康保険事業特別会計決算」を議題といたしましたところ、まず、 

現年課税分の保険税収納率の推移について問われ、これに対して、平成２０年

度が７９．５２パーセント、２１年度が７９．５９パーセント、２２年度が７

９．６２パーセントであるとのこと。 

 また、保険税の減免の状況について問われ、これに対して、５９件の申請が

あり、１８件を承認し、減免の額は約１１２万円であるとのことでありました。 

 このほか、時間外勤務の状況について、債権差押の方法について等、質疑応

答の後、討論へと移行し、国民健康保険税については、軽減制度や減免規定が

設けられているものの、市民の所得が向上しない中で、保険税が値上げされ、

市民負担は依然として厳しい状態が続いている。当該事業は、もともと社会保

障としての医療制度であり、保険税の徴収に偏ることなく、市民の誰もが安心

して医療を受けることができる事業運営に努めていただくことを強く要望し、

賛成するとの意見が述べられたる後、採決の結果、本決算は起立者全員で認定

することに決しました。 

  

次に、「介護保険事業特別会計決算」を議題といたしましたところ、まず、普

通徴収保険料の収納率について問われ、これに対して、７９．１パーセントで

あるとのこと。 

また、紙おむつ支給事業委託の内容について問われ、これに対して、利用者

の自宅まで紙おむつを配送する事業で、利用者の負担額は１，３００円、市の

負担額は２，４５０円であるとのこと。 

これに関連して、委託業者の選定方法及び業者名について問われ、これに対

して、８社による指名競争入札を行い、落札した株式会社日本ケアシステムと

委託契約を結んだとのことでありました。 

 このほか、地域包括支援センターへの委託料について、給付制限をしている

対象者数について等、質疑応答の後、討論へと移行し、普通徴収している保険

料の収納率が低いことが懸念されるなどの問題があることから、保険料の在り
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方について検討していただきたい。介護・支援については、利用者や家族等の

立場に立った真の介護事業を実施されるよう、関係部局とも連携を図り、市独

自政策について検討していただくことを要望し、賛成するとの意見が述べられ

たる後、採決の結果、本決算は起立者全員で認定することに決しました。 

 

 次に、第４款「衛生費」第２項「清掃費」及び第３項｢環境保全費｣を議題と

いたしましたところ、まず、収集業務費にかかわり、ふれあい収集の実績につ

いて問われ、これに対して、平成２２年６月に開始し、実施件数は１８４件、

延べ収集回数は４，７３９回、収集総重量は３万１，２００キログラムである

とのこと。 

 また、環境センター費にかかわり、流用して実施した工事請負費の内容につ

いて問われ、これに対して、朝日環境センターにおいて、２基あるごみクレー

ンが８月、１０月に相次いで機器の破損により運転できなくなり、修理に時間

を要すことから、急きょ、他自治体から予備の機器を借り、仮設置して運転を

行いながら、修理を実施したものであるとのことでありました。 

 このほか、ごみ処分委託の最終処分場について、リサイクル処理費にかかわ

り、資源物等選別事業の委託先について、環境保全総務費にかかわり、地球高

温化対策活動支援金の申請件数について等、質疑応答の後、「衛生費」第２項「清

掃費」及び第３項「環境保全費」に対する質疑を終了いたしました。 

 

 次に、第４款「衛生費」第２項「清掃費」及び第３項「環境保全費」に関係

する歳入を議題といたしましたところ、環境衛生手数料にかかわり、環境セン

ターへのごみの自己搬入量について等、質疑応答の後、「衛生費」第２項「清掃

費」及び第３項「環境保全費」に関係する歳入に対する質疑を終了いたしまし

た。 

 

 次に、「看護学校事業特別会計決算」を議題といたしましたところ、医療セン

ターへの就職者数について、奨学金貸付事業の貸付金の返還について等、質疑

応答の後、討論へと移行し、県南の救急医療を担う本市の医療センターにおい

ては、平成２１年度から７対１看護を実施し、当看護学校の果たす役割がます

ます重要となっている。毎年、当校から多くの卒業生が医療センターに就職し

ているが、今後も、更に多くの卒業生が医療センターへ就職するよう努めてい

ただくことを要望し、賛成するとの意見が述べられたる後、採決の結果、本決

算は起立者全員で認定することに決しました。 

 

 次に、経済文教常任委員会にかかわる決算について、ご報告申し上げます。 
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 はじめに、「小型自動車競走事業特別会計決算」を議題といたしましたところ、

まず、従業員賃金の不用額の理由について問われ、これに対して、事業開催に

あたっては、レース規模により入場者数に応じた７パターンの従業員配置をし、

最小限の人員体制で対応することで経費の削減に努めたものであるとのこと。 

 さらに、ＪＫＡ交付金還付金雑入における今後の見通しについて問われ、こ

れに対して、還付金は２３年度までの時限措置であるため、国及びＪＫＡに対

し、引き続き交付金軽減について要望していくとのことでありました。 

 このほか、施設整備費の内容について、テレビ放送委託料の内訳について等、

質疑応答の後、討論へと移行し、ＪＫＡ交付金の引き下げをさらに求めるよう

要望する。公営競技は、不労所得を得るという問題があると考えることから反

対するとの意見。 

また、全国的に公営競技の経営状態が厳しい中、一般会計へ５億円を繰り出

ししていることは評価できる。今後も、売上げの向上に向け努力して頂くこと

を要望し、賛成するとの意見。 

さらに、川口オートは全国のオートレース６場の中でもリーダー的な存在で

あることや本市の歴史の中でも特徴的なものである。市内経済における雇用対

策としての位置づけもあることから、今後も発展することを期待し賛成すると

の意見がそれぞれ述べられたる後、採決の結果、本決算は起立者多数で認定す

ることに決しました。 

 

 次に、第５款「労働費」を議題といたしましたところ、まず、新社会人育成

補助事業の内容について問われ、これに対して、市内中小企業に就職した新社

会人３２社７２人に対し、企業人としての心構えなどビジネスマナーを取得す

るためのパワーアップセミナー研修会を開催したものであるとのことでありま

した。 

このほか、県生産性本部川口支部の事業内容について、求職支援及び相談事

業の状況について等、質疑応答の後、「労働費」に対する質疑を終了いたしまし

た。 

 

 次に、第６款「農業費」を議題といたしましたところ、まず、農業委員会費

にかかわり、農業委員会会議の欠席者の状況について問われ、これに対して、

病気等の理由で年間延べ３１人が欠席しているとのこと。 

また、農業構造改善事業費にかかわり、経営実態調査事業の内容について問

われ、これに対して、市内の農業経営動態を把握し、農政対策の参考とするた

め家族の労働状況など６項目の調査をしたとのことでありました。 

 このほか、グリーンセンター費にかかわり、地質調査委託料の内容について、
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農業総務費にかかわり、農業基本計画の主要項目の取り組み内容について等、

質疑応答の後、「農業費」に対する質疑を終了いたしました。 

 

 次に、第７款「商工費」を議題といたしましたところ、まず、商工振興費に

かかわり、観光誘客促進業務委託料の内容について問われ、これに対して、東

京からの誘客を図ることを目的に市内旅行業者に委託し、上野駅を起点として

川口市内の地域資源や見所を満喫するバスツアーを３回実施したとのことであ

りました。 

このほか、資金融資損失補償金の件数及び最高額について、コミュニティ活

動事業補助金の申請件数について等、質疑応答の後、「商工費」に対する質疑を

終了いたしました。 

 

 次に、第６款「農業費」及び第７款「商工費」に関係する歳入を議題といた

しましたところ、理事者の説明の後、質疑なく審査を終了いたしました。 

 

次に、第１０款「教育費」を議題といたしましたところ、まず、教育総務費

にかかわり、教育改革関連事業の内容について問われ、これに対して、市立高

等学校在り方審議会を設置し、市立高等学校３校の今後のあり方について答申

をしたほか、小中学校における統廃合についての協議、学校サポートプランの

策定及び学校運営協議会の実施等であるとのこと。 

また、教育指導費にかかわり、人材派遣手数料の内容について問われ、これ

に対して、国際理解教育促進事業における外国語指導助手に係る人材派遣手数

料であり、小・中・高校に２３人の外国語指導助手を配置したもので、年間１

人あたり１３０日程度の勤務で、報償は１日１万９，９５０円であるとのこと。 

さらに、教育研究所費にかかわり、不登校児童生徒適応支援事業の内容につ

いて問われ、これに対して、適応指導教室を開催するため、不登校生徒を芝園

分室に集め、学校復帰の訓練を行うものであるとのこと。 

これに関連して、平成２２年度の成果について問われ、これに対して、小学

生５人、中学生４１人が通級し、小学生は全員が学校へ復帰し、中学生は、４

１人のうち１５人が高等学校に進学し、１１人は学校へ復帰したとのこと。 

また、留守家庭児童対策費にかかわり、平成２２年度の留守家庭児童保育室

の入室状況について問われ、これに対して、利用児童数は、２，９６３名であ

り、平成２１年度から希望する児童は、全員が入室しているとのこと。 

さらに、社会教育総務費にかかわり、放課後子どもプラン事業の内容につい

て問われ、これに対して、小学校５校、公民館２館等を利用し、希望する小学

生を対象に月２回平日の１５時から１７時までの時間、地域の方々と委託業者
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により、学習、文化活動及びボール遊びなどの運動を実施しているとのこと。 

また、学校保健費にかかわり、学校給食食器改善事業の進捗状況について問

われ、これに対して、平成２２年度は、１９校の食器を変更し、昨年度とあわ

せると７１校中３４校の食器を変更したとのこと。 

これに関連して、食器を変更する今後の計画について問われ、これに対して、

平成２５年度末までにすべての学校の食器を変更する予定であるとのこと。 

さらに、学校管理費にかかわり、耐震化の進捗率及び補強工事完了時期につ

いて問われ、これに対して、耐震化の進捗率は７０．３パーセントであり、平

成２５年度までにすべての学校の耐震補強工事が完了するとのことでありまし

た。 

このほか、教育総務費にかかわり、留守家庭保育室等の非常勤職員について、

文化財保護費にかかわり、赤山城跡保存整備事業の概要について、体育施設費

にかかわり、清掃委託を行なっている施設について、教育指導費にかかわり、

全国学力テストの実施状況について、教職員の病休の状況について等、質疑応

答の後、「教育費」に対する質疑を終了しました。 

 

次に、第１０款「教育費」に関係する歳入を議題といたしましたところ、教

育費県補助金にかかわり、放課後子ども教室推進事業等補助金の補助率につい

て等、質疑応答の後、「教育費」に関係する歳入に対する質疑を終了いたしまし

た。 

 

 次に、「奨学事業特別会計決算」を議題といたしましたところ、平成２２年度

における貸付金の入学一時金及び修学金の申請者数について問われ、これに対

して、入学一時金が１６１名、修学金が１６８名であるとのことでありました。 

 このほか、修学金の不認定理由について等、質疑応答の後、討論へと移行し、

経済的な理由により、子どもたちの夢が叶えられないことがないよう、今後も

制度の充実を図ることを要望し、賛成するとの意見が述べられたる後、採決の

結果、本決算は起立者全員で認定することに決しました。 

 

 次に、建設常任委員会にかかわる決算についてご報告申し上げます。 

 初めに、第８款「土木費」を議題といたしましたところ、まず、橋りょう新

設改良費にかかわり、橋りょう点検の進捗状況について問われ、これに対して、

国から平成２５年度までに橋りょう長寿命化修繕計画を策定し、公表するよう

指導されていることから、１５メートル以上の橋りょう４８橋を対象に点検を

進めている。２２年度は１４橋で点検を実施し、これまで３６橋が終了してい

るが、２３年度までにすべての点検を終了し、２４年度に修繕計画を策定する
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予定であるとのこと。 

 また、都市基盤河川改修事業にかかわり、芝川改修事業の実施設計委託料に

おいて繰越明許費が生じた理由について問われ、これに対して、当初予算額に

相当する国庫補助金の内示が１２月頃であったこと。また、当初計画していた

用地買収の年度内実施が困難な状況となったことから、３月補正で予算の組み

替えを行なったことにより、国庫補助金の対象となる事業の発注が年度末とな

り、繰越明許費としたものであるとのこと。 

 これに関連して、国庫補助金の内示が遅れた理由について問われ、これに対

して、近年、国において景気回復を目的とした交付金が設けられているが、財

源不足のため、補正予算で対応する状況となっていることから、内示の時期が

遅れていると考えているとのこと。 

 さらに、都市計画公園事業費にかかわり、仮称赤山歴史自然公園等調査委託

の内容について問われ、これに対して、公園予定地として管理が移管された旧

廃棄物処分場用地の活用に向け、２１年度に周辺地域を含めた調査を実施した

ところであり、２２年度は、その調査結果を踏まえ、（仮称）赤山歴史自然公園

等の計画のあり方を整理したほか、（仮称）赤山歴史自然公園等検討委員会にお

ける資料等の作成を行なったものであるとのこと。 

 また、建築審査費にかかわり、既存建築物耐震診断補助金及び耐震改修補助

金の申請件数及び補助対象について問われ、これに対して、耐震診断補助金で

は、申請された１９件に補助を行い、１８件に対して概ね５万円を、１件は共

同住宅であったことから１６万円を支給し、耐震改修補助金では、申請された

１１件に補助を行い、１件当たり概ね３０万円を支給したとこのと。 

 さらに、都市整備管理費にかかわり、「かわぐち光のファンタジー２０１０」

を実施した効果について問われ、これに対して、平成２１年度及び２２年度に

川口駅前の商店を対象にアンケート調査を実施したところ、イルミネーション

が店の売上等に大きくつながっている、または、効果があったとの回答が、２

１年度と比較して増加したことから、実施した効果があったと考えているとの

ことでありました。 

 このほか、道路橋りょう維持費にかかわり、東日本大震災による被害状況に

ついて、建築審査費にかかわり、民間建築物アスベスト対策補助事業の実施状

況について、都市計画街路整備事業費にかかわり、街路整備事業の進捗率につ

いて等、質疑応答の後、土木費に対する質疑を終了いたしました。 

 

 続いて、第８款「土木費」に関係する歳入を議題といたしましたところ、住

宅使用料にかかわり、現年度分及び過年度分の内訳について、生活保護受給者

に対する代理納付の開始時期について等、質疑応答の後、土木費に関係する歳
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入に対する質疑を終了いたしました。 

 

 次に、「川口都市計画土地区画整理事業特別会計決算」を議題といたしました

ところ、まず、国庫支出金の推移について問われ、これに対して、平成２０年

度が約１８億４，７００万円、２１年度が約１８億５，２００万円、２２年度

が約２０億９，９００万円と増加傾向にあるとのこと。 

 このほか、繰入金にかかわり、調定額が予算額を下回った理由について等、

質疑応答の後、討論へと移行し、退職者が多い職場となっているが、地権者は

土地区画整理事業の早期完成を望んでいることから、事業進捗に影響がないよ

う、職員間における円滑な業務の引継ぎや、職員体制の充実を図っていただき

たい。さらに、促進用地については、市民の要望に応えた活用をするよう要望

し賛成するとの意見。 

 また、事業進捗の遅れから、対象地区の家屋は老朽化し、狭隘な道路には消

防自動車も入れない状況が続いており、これまで我慢してきた住民も、東日本

大震災以降、不安を感じている。さらに、住民の高齢化が進み、事業の推進に

応じる体力が残されているかも分からない状況となっている。土地区画整理事

業は、市民に安全で安心なまちを提供するための最優先事業であることから、

積極的な用地購入の実施や、現状に合った計画変更も率先して行い、１日も早

く安全・安心な市民生活の確保に努めていただくよう要望し、賛成するとの意

見がそれぞれ述べられたる後、採決の結果、本決算は起立者全員で認定するこ

とに決しました。 

 

 次に、「下水道事業」及び「水洗便所改造資金貸付事業」の両特別会計決算を

一括議題といたしましたところ、まず、下水道事業にかかわり、荒川左岸南部

流域及び中川流域の下水道処理人口普及率について問われ、これに対して、荒

川左岸南部流域については９０．４パーセントで、平成２１年度と比較し０．

６パーセントの増、中川流域については６０．１パーセントで、１．０パーセ

ントの増となっているとのこと。 

 また、公債費にかかわり、借換えの対象となった地方債及び借換えの効果に

ついて問われ、これに対して、借換えは昭和５８年から平成２年に借り入れた

１２本に対して実施し、約８億８，０００万円の効果があったとのことであり

ました。 

 このほか、ポンプ場管理費の管理業務委託の内容について、社会保険料の算

定方法について、水洗便所改造資金貸付事業にかかわり、資金の貸付方法につ

いて等、質疑応答の後、討論へと移行し、下水道のさらなる普及に努め、市民

の安全・安心な生活を確保するために、努力していただくよう要望するが、食
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料品には消費税を非課税にするという、国会付帯決議があるにもかかわらず、

市民生活にかかわる下水道使用料に消費税が転嫁されていることから下水道事

業特別会計決算を認定することには反対するとの意見。 

 また、消費税は、国民から広く公平に徴収するものであり、地方消費税交付

金として約４０億円もの額が還元されていることから、下水道使用料に消費税

を転嫁することについて異論はない。また、下水道の処理人口普及率が前年度

より０．６パーセント向上していることから、健全な進捗がなされているもの

と評価し賛成するものである。今後も、処理人口普及率１００パーセントを目

指し、引き続き努力していただくよう要望する。また、水洗便所改造資金貸付

事業については、約１万世帯で未だに水洗化がされていないとのことから、本

制度の周知徹底を図り、早期に改修を進めるよう要望し賛成するとの意見。 

 さらに、現在、多くの地方自治体が財政難に陥っており、下水道事業の運営

においても厳しい状況となっている。そのような中で、事業を推進しているこ

とは評価する。さらに、下水道使用料に消費税を転嫁することについては、い

ずれ地方自治体に還元され、市民福祉の向上につながるものであり賛成する。

なお、下水道使用料の不納欠損については、負担の公平化という観点からも、

しっかりとチェックを行い、収納未済や不納欠損が生じないよう、行政の責務

を果たしていただくよう要望する。また、水洗便所改造資金貸付事業について

は、市街化調整区域等の下水道が布設されていない地域での進捗が遅れている

と推察するが、今後も水洗化に積極的に取り組むよう要望し賛成するとの意見

がそれぞれ述べられたる後、個別採決の結果、「下水道事業特別会計決算」につ

いては、起立者多数で、「水洗便所改造資金貸付事業特別会計決算」については、

起立者全員でそれぞれ認定することに決しました。 

 

最後に、歳入の部、第１款「市税」ないし第１１款「交通安全対策特別交付

金」まで、並びに第１６款「財産収入」ないし第２０款「諸収入」までを議題

といたしましたところ、まず、第１款「市税」にかかわり、市民税増収の理由

について問われ、これに対して、県職員の派遣や催告書等の工夫のほか、市を

挙げて職員による徴収業務を強化したことによるものであるとのこと。 

また、滞納繰越分の前年対比の増減について問われ、これに対して、平成２

１年度９３億２，６４７万１，６１８円、平成２２年度９１億９，２２３万３，

８２５円であり、約１億３，０００万円の減額であるとのこと。 

これに関連して、差押えの状況について問われ、これに対して、督促状・催

告書等の送付後、連絡をいただけない滞納者に対し、調査を行なった上で差し

押さえるものである。督促状は税目・期別ごとに発送しており、相談をいただ

いた方については、誓約書等を提出いただくことにより、差押えは行なってい
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ない。平成２２年度の差押え件数は、不動産６５９件、預金等の債権５１０件、

抵当権設定２件の合計１，１７１件であり、現住建造物に対しては公売等は行

なっていないとのことでありました。 

このほか、第１０款「地方交付税」にかかわり、算定の基準について、第１

６款「財産収入」にかかわり、土地売払収入の内容について等、質疑応答の後、

委員会は一般会計全体の討論へと移行し、まず、第２款「総務費」の同和対策

費は市内に対象地域がないこと、また、市自衛隊父兄会補助金、歳入にかかわ

る自衛官募集事務委託金、国民保護事業については憲法の理念を侵すものであ

ること、さらに、投票人名簿システム構築委託金及び選挙費のシステム開発保

守委託料は、国民投票に関する法の詳細も定まらず、その内容も国民主権が尊

重されていないものであり、反対する。 

第３款「民生費」は、保育所の待機児童の解消や、保育所整備・管理運営に

ついても、公的責任を果たすこと。同時に、障害者や高齢者の福祉について、

市の独自事業の拡充を要望する。さらに、こども医療費、障害者医療費、ひと

り親家庭の医療費等の助成を拡充すると同時に、国や県に対しても要望された

い。 

 第４款「衛生費」は、ふれあい収集の周知に努めること、また、ごみ収集や

両センターの安全管理、最終処分の問題についても、市として今後の検討を求

める。 

 第５款「労働費」は、県生産性本部の助成金は、労働者福祉の向上につなが

らないと判断し、反対する。 

 第６款「農業費」、第７款「商工費」について、中小企業振興と雇用の確保・

安定につながる更なる施策の充実を求める。 

第８款「土木費」の都市計画街路整備事業費は、事業の予算規模が膨大であ

り、多額の費用を要すること、加えて今日の経済情勢に照らし、住民生活を最

優先し、事業の見直しをすべきと考え、反対する。 

第９款「消防費」は、市民の財産と命を守るため、職員の充足や施設・基盤

整備を行われたい。 

第１０款「教育費」の全国学力テストの実施は、学校、児童生徒の過度の競

争を招くことは実証済みであり、また今回の実施には無理があったと判断し、

反対する。 

なお、主な不用額が、職員給与をはじめとした人件費に関するもの、契約差

金であるとのことだが、住民福祉の後退にならないよう要望し、本決算の認定

に反対するとの意見。 

また、本決算は、新たに始まった第３次行政改革大綱の初年度にあたって、

行政評価の３つの目的である「効率的で質の高い行政の実現」、「成果重視の行
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政の推進」、「市民に対する説明責任の履行」を念頭に置いた予算編成をもとに、

しっかりと適正に予算を執行されたと評価し、賛成する。 

なお、次年度は、鳩ケ谷市との合併後、はじめての予算編成となるが、さら

なる行政改革の推進、そして市民サービスの低下を招くことのないよう要望す

るとの意見。 

さらに、本決算に対して、適正に執行されていると判断して、賛成するとの

意見がそれぞれ述べられたる後、採決の結果、「平成２２年度川口市一般会計決

算」は、起立者多数で認定することに決しました。 

 以上で報告を終わります。 


